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1. 選挙・投票・開票はどのように行わ
れたか
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1.1. 国家会議議員選挙の結果

統一ロシア

238議席, 53%
共産党

92議席, 20%

公正ロシア

64議席, 14%

自民党

56議席, 13%

国家会議各党議席数
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1.2. 大統領選挙の結果

63.60%

17.18%
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1.3. 投票制度の特徴

 投票用紙の厳正な交付手続

身分証明書による選挙人の本人確認

選挙人による受領署名

 登録抹消証明書の交付による任意の投票所での投票

不正交付による重複投票の可能性はあるが非効率的

利用者数は増加傾向にあるが少ない

（国家会議選1.91%; 大統領選2.23%）

 移動投票箱

誘導・代理投票の可能性はあるが利用者は多くない

（6.62%; 8.22%）

 国家会議選挙では1議席増やすためには136,308票が必要

選挙人の重複投票では議席増にはつながらない
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1.4. 選挙の「不正」問題

 ムスリム地域での非常に高い投票率、与党およびプーチンの
非常に高い支持率は、不正と言うより、政治文化的問題

 投票日の不正は、重複投票など選挙人がおこなうものよりも、
投票所選挙委員会がおこなうもののほうが効率的でばれにく
いため、選挙委員会による不正が多いと推測される
 不正の方法としては、投票所が受領した投票用紙の枚数を投票開始
前に公表せず、また投票終了時に選挙人名簿に記入されている投票
用紙受領署名の数（＝交付された投票用紙の枚数）を公表せず、開票
時に選挙監視員のスキを見て、「統一ロシア」に印をつけた投票用紙
を混入させる方法が考えられる

 この不正を防ぐには、投票所が受領した投票用紙の枚数を投票開始
前に明示させ、その数が、投票終了時に選挙人名簿に記入された投
票用紙受領署名の数（＝交付された投票用紙の枚数＝投票箱の中の
投票用紙の枚数）と未使用の投票用紙の枚数を足した数に等しいこと
を確認することが重要←選挙監視のポイント
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1.5. 「選挙を公正に」集会・デモの今後→沈静化？



1.5. 「選挙を公正に」集会・デモの今後→沈静化？

 集会参加者の政治的多様性

 リベラルから極左まで

 運動の中核的勢力・中心的人物の不在

 メドヴェージェフの2011年12月の大統領教書における改革
提案の法制化→政治的少数派への配慮

 「政党法」の改正

 政党の党員要件の緩和：党員数4万人から500人

 「選挙法」の改正

 国家会議議員選挙における署名の廃止

 大統領選挙では署名は200万から30万に

 阻止条項は7%から5%に
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2. ロシア国内の政治や経済の状況が大統領選
にどのようにつながったか
2.1. プーチンに対する肯定的評価

 経済成長をもたらした

 秩序と安定をもたらした
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2.2. プーチンに対する否定的評価：中央集権制の強化・政治的
少数派の排除

 連邦管区および連邦管区大統領全権代表の設置

 連邦構成主体首長公選制の廃止
 政党法の制定：厳格な政党要件

 党員数の下限を4万人とする（1万→5万→4.5万→4万）

 半数以上の連邦構成主体に党支部が必要

 国家会議議員選挙法における政治的少数派の排除
 国家会議に議席のない政党は選挙の参加に15万の署名が必要

 2007年12月から比例代表制に一本化

 2007年12月から阻止条項を5%から7%に引き上げ

 大統領選挙法における政治的少数派の排除

 国家会議に議席のない政党からの候補および無所属候補は立
候補に200万の署名が必要
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3. ロシアの歴史にプーチン新大統領はどういう
位置を占めるか
 エリツィン

 ソ連共産主義体制の解体
 ポスト共産主義体制ロシアの政治的基礎の構築
 市場経済への移行初期の混乱に遭遇

政権の安定化のため連邦構成主体首長に依存
→行き過ぎた分権化

 第1次プーチン政権
 市場経済への移行期の終了
 行き過ぎた分権化の是正→中央集権制の強化
 政治的混乱を収拾し、秩序と安定をもたらす

 第2次プーチン政権の課題
 エネルギー依存の経済構造の転換
 指導者交代・政権交代の制度化
 政党の機能（諸利益の集約と表出）の強化
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4. 今後の日本との関係、「北方領土」問題の行
方はどうなるか

 日露経済関係の拡大

 ロシアからのエネルギー輸入の増大

 日本の資本・企業のロシア進出のさらなる進展

 ロシアの資本・企業の日本進出の始まり？

 「北方領土」問題の停滞

 双方の立場の違いが大きいため日露平和条約締結交渉の停滞
が続く？

ロシア側は1956年日ソ共同宣言を出発点とする立場に変化なし

平和条約締結後の色丹島・歯舞諸島の引き渡しも無条件ではない？

 「北方領土」地域での共同経済開発？

少なくとも地元には利益がある
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